２０２４．８．２９
Ｎo.１２１２号
人事評価見直し交渉②
昇給、一時金に反映する評価を入れるなら、事前に研修の充実を！
「支え合う職場風土」を醸成するのなら、僅かばかりの評価より、努力を称え合う仕組みを
　県労連行政3組合（自治労県職労、自治労公企労、県職労）は8月22日、人事評価の見直しについて、第2回目の交渉を行いました。
　第1回目の交渉を受けて、当局から再提案がありましたが、ほぼ文言の修正に終始したものでした。
人事評価結果は、昇給や一時金に反映されます。
したがって、その評価は公正、公平で納得性のあるものでなければなりません。
交渉の課題
〇中堅層職員の業務マネジメント力の評価を
⇒「中堅職員の業務管理力を評価」に変更
・中堅職員の業務管理能力を人事評価によって養うという発想自体疑問ですが、仮に、評価するとしても、業務管理等についての研修を行ってから評価期間に入るべきです。
・当局提案は、今年10月から評価期間に入り、来年の12月の一時金から反映させようというものです。

・当局は「現行の研修でも行っている。」と回答していますが、現行の研修は評価を前提としたものではありません。本当に中堅層の業務管理能力を養おうとするならば、評価前に研修等を行うべきです。
〇育児等をサポートする職員の評価を
⇒「職場において他の職員の業務をサポートしたことを評価」に変更
・当局は、育児、介護、病気療養中で休んでいる職員を支える職員に「光を当てる」ために、人事評価するとしていますが、まず支えるべきは人事当局です。
・育児、介護、病気療養中で休んでいる職員が気兼ねなく休め、周りの職員に過度な負担がかからないよう、必要な人員配置等を行うことが基本です。

・また、人事評価は全ての職場に当てはまる項目で行うべきです。育児、介護、病気療養中で休んでいる職員がいない職場は、この項目での加点はありえず、相対的に低い評価点となります。職員の努力ではいかんともしがたい仕組みで低い評価となれば、その職場には不満が残り、人事評価制度の信頼性が揺るぎかねません

・目的が、支える職員に「光を当て」、支え合う職場風土をつくるためであれば、支える職員の努力を称え合う仕組みなど、その手法は複数あり、人事評価に固執する必要はありません。
みなさんのご意見、ご要望を自治労県職労事務局までお寄せください。
人事評価見直しの視点


⇓

基準となる「行動例」の見直しイメージ
	項目
	中堅職員
	若手職員

	能力
	・とりまとめを行う一定範囲の業務について、取りまとめ、進行管理を行っている。
・的確に助言、調整などを的確に行っている
	

	意欲
	
	

	実績
	・円滑な業務遂行のため、周囲と協力し、支える補うなど組織目標の達成に寄与した

	
	⇓

	ねらい
	・業務の中心を中堅職員に据えて、チームで業務を遂行し、ＧＬ級職員はマネージャーへシフト


　　　　　　　　※色網掛け部分、削除線が修正。


長 崎 平 和 宣 言

原爆を作る人々よ！

しばし手を休め　眼をとじ給え

昭和二十年八月九日！

あなた方が作った　原爆で

幾万の尊い生命が奪われ

家　財産が一瞬にして無に帰し

平和な家庭が破壊しつくされたのだ

残された者は

無から起ち上がらねばならぬ

血みどろな生活への苦しい道と

明日をも知れぬ”原子病″の不安と

そして肉親を失った無限の悲しみが

いついつまでも尾をひいて行く

これは23歳で被爆し、原爆症と闘いながらも原爆の悲惨さを訴えた長崎の詩人・福田須磨子さんが綴った詩です。

家族や友人を失った深い悲しみ、体に残された傷跡、長い年月を経ても細胞を蝕み続け、様々な病気を引き起こす放射線による影響、被爆者であるが故の差別や生活苦。原爆は被爆直後だけでなく、生涯にわたり被爆者を苦しめています。

それでも被爆者は、「世界中の誰にも、二度と同じ体験をさせない」との強い決意で、苦難とともに生き抜いた自らの体験を語り続けているのです。

被爆から79年。私たち人類は、「核兵器を使ってはならない」という人道上の規範を守り抜いてきました。しかし、実際に戦場で使うことを想定した核兵器の開発や配備が進むなど、核戦力の増強は加速しています。

ロシアのウクライナ侵攻に終わりが見えず、中東での武力紛争の拡大が懸念される中、これまで守られてきた重要な規範が失われるかもしれない。私たちはそんな危機的な事態に直面しているのです。 

福田さんは詩の最後で、こう呼びかけました。

原爆を作る人々よ！

今こそ　ためらうことなく

手の中にある一切を放棄するのだ

そこに初めて　真の平和が生まれ

人間は人間として蘇ることが出来るのだ 

核保有国と核の傘の下にいる国の指導者の皆さん。
核兵器が存在するが故に、人類への脅威が一段と高まっている現実を直視し、核兵器廃絶に向け大きく舵を切るべきです。そのためにも被爆地を訪問し、被爆者の痛みと思いを一人の人間として、あなたの良心で受け止めてください。そしてどんなに険しくても、軍拡や威嚇を選ぶのではなく、対話と外交努力により平和的な解決への道を探ることを求めます。

唯一の戦争被爆国である日本の政府は、核兵器のない世界を真摯に追求する姿勢を示すべきです。そのためにも一日も早く、核兵器禁止条約に署名・批准することを求めます。そして、憲法の平和の理念を堅持するとともに、北東アジア非核兵器地帯構想など、緊迫度を増すこの地域の緊張緩和と軍縮に向け、リーダーシップを発揮することを求めます。

さらには、平均年齢が85歳を超えた被爆者への援護のさらなる充実と、未だ被爆者として認められていない被爆体験者の一刻も早い救済を強く要請します。

世界中の皆さん、私たちは、地球という大きな一つのまちに住む「地球市民」です。

想像してください。今、世界で起こっているような紛争が激化し、核戦争が勃発するとどうなるのでしょうか。人命はもちろんのこと、地球環境にも壊滅的な打撃を与え、人類は存亡の危機に晒されてしまいます。

だからこそ、核兵器廃絶は、国際社会が目指す持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）の前提ともいえる「人類が生き残るための絶対条件」なのです。

ここ長崎でも、核兵器のない世界に向けて、若い世代を中心とした長年の動きがさらに活発になっています。今年5月には、若者版ダボス会議と呼ばれる国際会議「ワン・ヤング・ワールド」の平和をテーマとした分科会が、初めて長崎で開催されました。

世界の若い世代が主役となって連帯し、行動する輪が各地で広がっています。それは、持続可能な平和な未来を築くための希望の光です。

平和をつくる人々よ！

一人ひとりは微力であっても、無力ではありません。

私たち地球市民が声を上げ、力を合わせれば、今の難局を乗り越えることができる。国境や宗教、人種、性別、世代などの違いを超えて知恵を出し合い、つながり合えば、私たちは思い描く未来を実現することができる。長崎は、そう強く信じています。

原子爆弾により亡くなられた方々に心から哀悼の誠を捧げます。

長崎は、平和をつくる力になろうとする地球市民との連帯のもと、他者を尊重し、信頼を育み、話し合いで解決しようとする「平和の文化」を世界中に広めます。そして、長崎を最後の被爆地にするために、核兵器廃絶と世界恒久平和の実現に向けてたゆむことなく行動し続けることをここに宣言します。

2024年（令和6年）8月9日

長崎市長　　鈴木　史朗
　　自治労県職連合
　　第1６回定期大会

　　自治労県職労

　　第4３回定期大会

全ての職場から参加を！
○日時：9月13日（金）14時～

○場所：波止場会館５階ホール

職務を通じて働きがいや成長を実感できる、人を育てる組織へ


「オール県庁」で支え合う組織へ





（１）人を育てる管理監督者をより評価


（２）中堅職員の業務管理※マネジメント力を評価


　※円滑な業務運営に向けた業務の処理状況の把握、進行管理、助言等


（３）職場において他の職員の業務子育て等をサポートしたことする職員を評価


　◆育児・介護・病気療養中の職員などの業務のをサポートした職員を行動例で明示評価








職務を通じて働きがいや成長を実感できる、人を育てる組織へ


「オール県庁」で支え合う組織へ





こんな時代だから、平和について考えてみませんか？








